
株式の状況
発行可能株式総数 45,036,000株

発行済株式総数 14,133,000株

株主数 5,536名

大株主
株主名 持株数（株） 持株比率（％）

道具　登志夫 2,486,310 17.93

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,307,400 9.43

DAM株式会社 680,000 4.90

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口9） 660,600 4.76

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 539,000 3.89

STATE STREET LONDON CARE OF STATE STREET BANK AND TRUST, 
BOSTON SSBTC A/C UK LONDON BRANCH CLIENTS - UNITED KINGDOM 500,000 3.61

GOVERNMENT OF NORWAY 448,987 3.24

NORTHERN TRUST CO. (AVFC) RE HCR00 355,200 2.56

BBH (LUX) FOR FIDELITY FUNDS PACIFIC FUND 227,100 1.64

資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口） 224,500 1.62

（注） 上記持株比率は、自己株式（263,741株）を控除して計算しております。

所有者別株式分布状況
個人・その他 5,090,513株
外国法人等 3,860,146株
金融機関 3,665,200株
国内法人等 1,040,355株
自己名義株式 263,741株
証券会社 213,045株
　　合計 14,133,000株

自己名義株式
1名

1.87%

証券会社
39名
1.51％

金融機関
25名
25.93％

国内法人等
38名
7.36％

外国法人等
118名
27.31％

個人・その他
5,315名
36.02％

個人・その他

自己名義株式

外国法人等
金融機関
国内法人等

証券会社

会社概要
商号 デジタルアーツ株式会社
英文商号 Digital Arts Inc.
設立 1995年6月21日

本社所在地 〒100-0004 東京都千代田区大手町1-5-1
大手町ファーストスクエア ウエストタワー14F

事業内容 インターネットセキュリティ関連ソフトウェアおよび
アプライアンス製品の企画・開発・販売

資本金 713,590,262円
従業員数 204名

事業所一覧
営業所 北海道営業所

東北営業所
中部営業所
関西営業所

中四国営業所
九州営業所

グループ会社 
【国内子会社】

デジタルアーツコンサルティング株式会社
【米国子会社】

Digital Arts America, Inc.
Digital Arts Investment, Inc.

FinalCode, Inc.
【英国子会社】

FinalCode Europe Limited
【シンガポール子会社】

FinalCode Asia Pacific Pte. Ltd.

役員
代表取締役社長 道具 登志夫
取締役 高橋 則行
取締役 赤澤 栄信
取締役 松本 卓也
監査等委員である取締役 若井 修治
監査等委員である取締役 窪川 秀一（社外）
監査等委員である取締役 上杉 昌隆（社外）

株主メモ
事業年度 4月1日から翌年の3月31日まで

定時株主総会 6月に開催いたします。

単元株式数 100株

基準日 定時株主総会の議決権　3月31日
期末配当金　　　　　　3月31日
中間配当金　　　　　　9月30日

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

郵便物送付先 東京都杉並区和泉二丁目8番4号（〒168-0063）

電話問合せ 三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
TEL　0120-782-031（フリーダイヤル）

公告の方法 電子公告
電子公告掲載のホームページアドレス
　　http://www.daj.jp/ir/
電子公告ができない場合の公告掲載新聞
　　日本経済新聞
※ 貸借対照表および損益計算書を下記当社ホームページアドレスに掲載

しております。　http://www.daj.jp/ir/finance/bs_pl/

会社概要（2017年9月30日現在）株式情報（2017年9月30日現在）
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見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

デジタルアーツ株式会社
〒100-0004　東京都千代田区大手町1-5-1　大手町ファーストスクエア ウエストタワー14F
TEL 03-5220-1160　FAX 03-5220-1060



株主の皆様へ
To Our Shareholders

　株主の皆様におかれましては、平素より格別のご高配を賜り
厚く御礼申し上げます。

　さて、平成30年３月期第２四半期連結累計期間（平成29年
４月１日～平成29年９月30日）の事業の概況をとりまとめました
ので、ここにご報告申し上げます。

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、円安基調の
定着などにより、企業収益は引き続き緩やかな回復基調で推移し

ましたが、英国のEU離脱による国際金融市場の混乱に対する懸念
や海外の地政学的リスクの高まり等、世界経済の先行きは不透明
な状況が続いております。
　当社グループが属するセキュリティ業界におきましては、
グローバル規模で標的型攻撃等、外部からの攻撃による脅威が
多様化・高度化し、従来型のセキュリティ対策では対応が困難
な状況となっている一方で、クラウドコンピューティング・IoT・
AI等、ITの活用はますます拡大しており、新たな脅威に対する
セキュリティ対策製品が求められています。加えて、わが国に
おいては2019年のラグビーワールドカップや2020年の東京
オリンピック・パラリンピックなど、世界的なイベントを控え
ている事を背景として標的型攻撃の対象となる事が懸念されて
おり、セキュリティ強化が急務な状況となっております。

　このような状況の中、当社グループは国内事業につきましては、
当社グループの強みである「国内・自社開発」を活かしながら、
創業以来主力事業としてまいりました「企業・組織内からの情報
漏洩対策」に加え、標的型攻撃に代表される外部からの脅威に
対するソリューションの企画・開発を推進し、2017年９月に

「i-FILTER」Ver.10、「m-FILTER」Ver.５をリリースいたしました。
これらの製品を導入することで、Webとメールからのマルウェア
感染やデータ流出対策がより強固になり、多層防御対策費用や
従業員の教育費用の削減が可能となりました。その他、「電子帳簿
保存法改正」「改正個人情報保護法」等、法律改正を背景とした
新たなニーズへの対応、総務省主導の自治体向けセキュリティ
強化に関する残案件対応等、案件の拡大と獲得を着実に進めました。
　一方、海外事業につきましては、ファイルセキュリティへの関
心がグローバル規模で高まっており、政府系・企業系共に具体的
な案件が増加しております。これらの案件を着実に獲得するため、

米国子会社FinalCode, Inc.を中心に積極的な販売活動を進め
ました。

　以上の結果、当第２四半期連結累計期間における売上高は
2,468,049千円（前年同期比102.0％）となりました。各市場
別の売上高につきましては、企業向け市場1,366,380千円

（前年同期比118.9％）、公共向け市場922,572千円（前年同期
比84.2％）、家庭向け市場179,096千円（前年同期比102.7％）
となっております。また、利益面につきましては、売上の拡大、
米国子会社を中心とした海外事業立ち上げに関する先行投資
が一巡した事等に伴うコスト減を主要因として、営業利益は
922,302千円（前年同期比116.8％）、経常利益は932,489
千円（前年同期比121.5％）、親会社株主に帰属する四半期純
利益は618,695千円（前年同期比136.1％）となりました。

　当社グループといたしましては、従来より提供しております
内部からの情報漏洩対策に加え、市場規模の大きい外部から
の攻撃対策市場への参入および当該新製品の発表以来、皆様
から多くの期待の声を頂戴しており、改めて責任の重さを感じ
ているところではございますが、全社一丸となってご期待に
応えてまいる所存でございます。

　株主の皆様におかれましては、今後ともより一層のご支援を
賜りますようお願い申し上げます。

500

1,000

1,500

2,000

3,000

2,500

3,500

4,500

6,000

4,000

5,500

5,000

400

200

800

600

1,200

1,000

1,600

1,400

2,000

1,800

400

200

800

600

1,200

1,000

1,600

1,400

2,000

1,800

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

1,100

1,200

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

20182017

2,4682,468

3,402

2014 2018201７

865
922

2014 2018

531

20142018201７

910
618

932

2014 2018

4,297
4,642

5,270

5,774

2014 201820142015 2016

659

2015 2016

653

338

1,006

４９７

1,824

789

256

2015 2016

3,027

１，６１０

４,０００

１，９３５

5,058

2,420

１，４８１

2015 2016 201７

3,876

7,854

5,749
6,133

7,380

2015 2016 201７

4,873

2015 2016

399

210

545

201７

314

1,125

454

359

９９４

４９９

1,811

767

260 157

0 0 00 00

営業利益
親会社株主に帰属する
四半期（当期）純利益経常利益 純資産 総資産売上高 24億68百万円 9億22百万円 6億18百万円9億32百万円 57億74百万円 78億54百万円
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より便利な、より快適な、より安全な
インターネットライフに貢献していく
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　当社グループといたしましては、従来より提供しております
内部からの情報漏洩対策に加え、市場規模の大きい外部から
の攻撃対策市場への参入および当該新製品の発表以来、皆様
から多くの期待の声を頂戴しており、改めて責任の重さを感じ
ているところではございますが、全社一丸となってご期待に
応えてまいる所存でございます。

　株主の皆様におかれましては、今後ともより一層のご支援を
賜りますようお願い申し上げます。
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より便利な、より快適な、より安全な
インターネットライフに貢献していく



株式の状況
発行可能株式総数 45,036,000株

発行済株式総数 14,133,000株

株主数 5,536名

大株主
株主名 持株数（株） 持株比率（％）

道具　登志夫 2,486,310 17.93

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,307,400 9.43

DAM株式会社 680,000 4.90

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口9） 660,600 4.76

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 539,000 3.89

STATE STREET LONDON CARE OF STATE STREET BANK AND TRUST, 
BOSTON SSBTC A/C UK LONDON BRANCH CLIENTS - UNITED KINGDOM 500,000 3.61

GOVERNMENT OF NORWAY 448,987 3.24

NORTHERN TRUST CO. (AVFC) RE HCR00 355,200 2.56

BBH (LUX) FOR FIDELITY FUNDS PACIFIC FUND 227,100 1.64

資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口） 224,500 1.62

（注） 上記持株比率は、自己株式（263,741株）を控除して計算しております。

所有者別株式分布状況
個人・その他 5,090,513株
外国法人等 3,860,146株
金融機関 3,665,200株
国内法人等 1,040,355株
自己名義株式 263,741株
証券会社 213,045株
　　合計 14,133,000株

自己名義株式
1名

1.87%

証券会社
39名
1.51％

金融機関
25名
25.93％

国内法人等
38名
7.36％

外国法人等
118名
27.31％

個人・その他
5,315名
36.02％

個人・その他

自己名義株式

外国法人等
金融機関
国内法人等

証券会社

会社概要
商号 デジタルアーツ株式会社
英文商号 Digital Arts Inc.
設立 1995年6月21日

本社所在地 〒100-0004 東京都千代田区大手町1-5-1
大手町ファーストスクエア ウエストタワー14F

事業内容 インターネットセキュリティ関連ソフトウェアおよび
アプライアンス製品の企画・開発・販売

資本金 713,590,262円
従業員数 204名

事業所一覧
営業所 北海道営業所

東北営業所
中部営業所
関西営業所

中四国営業所
九州営業所

グループ会社 
【国内子会社】

デジタルアーツコンサルティング株式会社
【米国子会社】

Digital Arts America, Inc.
Digital Arts Investment, Inc.

FinalCode, Inc.
【英国子会社】

FinalCode Europe Limited
【シンガポール子会社】

FinalCode Asia Pacific Pte. Ltd.

役員
代表取締役社長 道具 登志夫
取締役 高橋 則行
取締役 赤澤 栄信
取締役 松本 卓也
監査等委員である取締役 若井 修治
監査等委員である取締役 窪川 秀一（社外）
監査等委員である取締役 上杉 昌隆（社外）

株主メモ
事業年度 4月1日から翌年の3月31日まで

定時株主総会 6月に開催いたします。

単元株式数 100株

基準日 定時株主総会の議決権　3月31日
期末配当金　　　　　　3月31日
中間配当金　　　　　　9月30日

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

郵便物送付先 東京都杉並区和泉二丁目8番4号（〒168-0063）

電話問合せ 三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
TEL　0120-782-031（フリーダイヤル）

公告の方法 電子公告
電子公告掲載のホームページアドレス
　　http://www.daj.jp/ir/
電子公告ができない場合の公告掲載新聞
　　日本経済新聞
※ 貸借対照表および損益計算書を下記当社ホームページアドレスに掲載

しております。　http://www.daj.jp/ir/finance/bs_pl/

会社概要（2017年9月30日現在）株式情報（2017年9月30日現在）

Corporate DataStock Information

第 23 期 中 間 報 告 書
2017.04.01 2017.09.30

東証第一部 / 証券コード 2326

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

デジタルアーツ株式会社
〒100-0004　東京都千代田区大手町1-5-1　大手町ファーストスクエア ウエストタワー14F
TEL 03-5220-1160　FAX 03-5220-1060
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